
平成31年度農業経営塾運営事業
委託業務仕様書
１　委託業務名

　　平成31年度農業経営塾運営事業委託業務
２　目的
　愛知県の農業を担う優れた経営感覚を備えた担い手を育成するため、農業経営塾を開講及び運営し、経営力向上と経営発展を支援するための体系的な研修を実施する。
３　委託期間
　　契約締結日から令和２年３月６日（金）まで
４　農業経営塾の概要
(1) 受講者数
20名程度
(2) 受講対象者
経営力の向上を見込むことができる農業者で、受講後３年を経過するまでに次のいず
れかの経営改善目標を達成できると見込まれる者で、かつ、電子メール等により連絡及
び電子ファイルの授受が可能な環境を有していること。
・売上高10％以上拡大　・経営コスト10％以上縮減　・経営面積10％以上拡大

・雇用者数10％以上増加　・法人化　・６次産業化　・海外輸出
なお、その他、発注者が別途指定する農業サポーター人材（県農業改良普及課職員、
農協営農指導員）等、受講者以外の聴講者（15名程度）の参加も可能とすること。

  (3) 運営する財源
ア　県からの委託費
3,825,000円以内（消費税及び地方消費税を含む）
イ　受託事業者（以下「受託者」という。）が受講者より徴収する実費負担金（以下「受
講者負担金」という。）を徴収すること。受講者１人当たり24,000円以内とする。
　ただし、聴講者のうち10名は受講１回当たり2,400円以内、その他は無償とするこ
と。
(4) 研修体系
ア　一般講座
高度な経営ノウハウ（経営管理、マーケティング、労務管理、財務管理等）を講義
及び演習を通じて習得させ、受講者各自の経営計画の作成・発表を支援する。
(1) 会場
愛知県立農業大学校（所在地：岡崎市美合町字並松１－２ 電話：0564-51-1034
（研修部直通）)を主とする。視察研修、経営計画発表会等は必要があれば別会場
の設定を可能とする。
※集合研修方式とする

※農業大学校の会場使用料は不要
※会場に設置されている機器以外に必要な機器等は受託者が用意する
 　　 (ｲ) 日程
令和元年９月～令和２年２月のうち９日間（９回）で、次項で示す「特別講座」
をはさみ、前期・後期の２期に分けて開催すること。
１回＝４コマ、１コマ＝90分の講座を基本に、午前と午後に実施。計54時間以上。
※講座内容に応じて、日数、コマ数、１コマあたりの時間は変更可能とする
(ｳ) カリキュラム
a　経営管理、マーケティング、労務管理、財務管理など高度な経営ノウハウを習

得するための講義及び演習等から構成すること。
ｂ 「一般講座」及び「特別講座」の受講成果を踏まえ、３年後を中間目標年度、
５年後を最終目標年度とした経営計画書の作成を支援するとともに、受講生自ら
がプレゼンテーションする経営計画発表会を実施すること。
（参考） 農業大学校が 開講式及び閉講式を行い、閉講式では受講生のうち修了者に修了証（農業大学校長名）を授与する。
イ　特別講座
一般講座の受講者を対象に、農業経営の「カイゼン」に資するため、愛知県が誇る
世界的企業の「トヨタ生産方式」に係る実践的な研修を実施する。
(ｱ) 会場
愛知県立農業大学校（所在地：岡崎市美合町字並松１－２ 電話：0564-51-1034
（研修部直通）)を利用することができる。
※農業大学校の会場使用料は不要
※会場に設置されている機器以外に必要な機器等は受託者が用意する
(ｲ) 日程
令和元年９月～令和２年２月のうち３日間（３回）で、「ア　一般講座」の前期
と後期の間に開催すること。
１回＝４コマ、１コマ＝90分の講座を基本に、午前と午後に実施。計18時間以上。
※講座内容に応じて、日数、コマ数、１コマあたりの時間は変更可能とする
 　　 (ｳ) 内容
ａ  「トヨタ生産方式」に係る講義、実習、演習等を行い、受講者自らが経営戦略を練り、企業運営を体感しながら農業経営の改善手法等を学ぶことができるカリキュラムを構成すること。
ｂ  先進的な経営を実践している農業法人・企業等への視察研修を１回（４コマ）
実施すること。移動は借上バス等で実施すること。

(5) 経費負担
農業経営塾の企画及び実施に必要な経費については、「６　委託対象経費等の使途」
に従い、受託者が支出する。
５　委託業務の内容
　「農業経営塾」の名称は、「愛知農業次世代リーダー塾」とする。

 (1) 企画に関すること
　　・カリキュラムの調整・作成

・会場は原則、農業大学校研修室を活用
・講師の調整・選定

・視察先の調整・選定（特別講座で１回・日）
・欠席者のフォローアップ手法の検討・作成
・農業経営塾の企画に付随するその他の業務
 (2) 運営に関すること
　　　運営・管理には、講師の他に農業経営塾の運営に必要な人員を配置し実施する。
・講座開催広報（インターネット発信等）

・発注者が行う受講生の選考審査の補助

・テキスト作成・印刷

・会場準備

・経営計画発表会準備（発表資料印刷含む）

・講師の補助

・講師との連絡調整

・受講生との連絡調整、欠席者のフォローに係る従的業務
・借用会場との連絡調整（設備・機器等の手配・準備等）に係る従的業務
・受講者管理（出席状況、習熟度等）に係る従的業務
・受講者等の理解度等を確認するためのアンケートの作成・実施・取りまとめに係る従的業務
・農業経営塾の運営に付随するその他の業務

(3) 受講者負担金の徴収及び管理、必要経費の支出
受講者負担金を徴収し、適正な管理の上、必要経費の支出を行うものとする。
(4) 実績報告書の作成
受託者は、研修内容についての記録を作成するとともに、実施結果を取りまとめ、委託期間終了日までに報告書を発注者へ提出するものとする。
報告書の内容は、各講座の内容、収支決算等を記載する。
作成は、マイクロソフト社のソフト「Word」、「Excel」及び「PowerPoint」を使用
するとともに、一式を統合して「Docu Works形式（拡張子(.xdw)）」または「Portable 
Document Format形式（拡張子(.pdf)）」に加工し、ソフトで作成したデータとともに
電子媒体（ＣＤ－Ｒ）に保存し、印刷物とともに、各正副２部提出する。
(5) その他、上記に付随する業務
６　委託対象経費等の使途
県からの委託費及び受講者負担金は区分して経理し、支出を明確に説明できるようにす
ること。
(1) 県からの委託費
農業経営塾の企画・運営に係る謝金、旅費、賃金、消耗品費（取得価格５万円未満）、
印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料、その他（広告費、会場借料等）

(2) 受講者負担金
農業経営塾で必要となる参考図書等の購入費、視察研修における受講者の共通経費等
（飲食費等）
７　その他の留意事項
(1) 受託者は、業務遂行にあたり発注者と協議し、適時、連絡調整すること。
(2) 受託者は、当該受託業について責任者を置き、発注者との協議に出席させること。
(3) 委託業務により得られた成果品に係る著作権は、発注者に帰属するものとする。ただし、受託者の著作権の行使について、発注者の承諾を得た
場合はこの限りではない。
(4) 業務の遂行に際して知り得た情報等については、いかなる理由を持っても委託業務
期間中、又は委託業務期間終了後において、第三者に漏らしてはならない。
(5) 受託者は、個人情報保護法を遵守し、個人情報が漏れることがないようにすること。

(6) 本仕様書にない事項、または仕様について生じた疑義については、発注者及び受託
者双方で、協議して決定するものとする。
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